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南シナ海：仲裁裁定から 10 年

福田 保 人間社会学部 教授

本年 7 月、オランダ・ハーグで国連海洋法条約
（UNCLOS）附属書Ⅶに基づく仲裁廷が、南シ
ナ海問題に関する裁定を下してから 10 年を迎え
た。これは、2013 年にフィリピンが提訴した仲
裁手続きの結果として 2016 年に示されたもので
ある。仲裁廷は、中国が南シナ海のほぼ全域を囲
む「九段線」に基づく歴史的権利の主張には、法
的根拠がないと判断し、一部の海洋活動について
も UNCLOS に適合しないと認定した。この歴史
的な裁定から 10 年が経った今日、南シナ海紛争
は収束したのだろうか。

2016 年の裁定は、UNCLOS に基づき当事国を
法的に拘束するものである。しかし中国は、これ
を「違法かつ無効」と主張し、受け入れない姿勢
を示してきた。中国はこの姿勢を維持したまま、
岩礁の埋め立てや威圧的な行動を続けている。本
年 3 月、領有権を争うベトナムは、パラセル（西
沙）諸島のアンテロープ礁で中国が人工島の造成
を進めていると強く抗議した。7 月にはスカボロ
ー礁でフィリピン公船が中国海警局から放水を受
けた。10 周年に際しても、中国は裁定を「無効
な紙くず」と切り捨て、独自の主権・歴史的権利
を繰り返し主張した。

このような中国の行動は、国際秩序の観点から
どのように理解できるだろうか。それは、たとえ
法的拘束力を有する国際的な裁定であっても、大
国が望まなければそれをいとも簡単に一蹴できる
という現実である。こうした現実は、国際社会が
「力こそが正義（Might makes right）」の論理に
強く左右されうることを印象づける。

裁定を退ける一方、中国は ASEAN と紛争防止
を目的とした「行動規範」の策定に合意した。こ
れは、既存の「南シナ海に関する関係国の行動宣
言」を格上げ・発展させ、法的拘束力を伴う「行
動規範」を目指すものである。具体的なルール交
渉が始まったのは 2010 年代後半だが、合意には
至っていない。

交渉が難航する要因の一つに、加盟国間の立場
の相違がある。現在の ASEAN 11 カ国のうち、領
有権を主張するのはフィリピン、ベトナム、マレ
ーシア、ブルネイの 4 カ国に過ぎず、中には中国
重視のメンバーもいる。その結果、ASEAN は仲
裁裁定への言及を避けてきた。5 月の第 48 回
ASEAN 首脳会議で採択された「海洋協力に関す
る ASEAN 首脳宣言」においても、UNCLOS を
海洋における「中核的な法的枠組み」と位置づけ
ながら、裁定には言及していない。

中小国の集まりである ASEAN にとって、国際
法や規範は「力こそが正義」とする大国の強引な
行動から自らを守る防壁である。中小国は単独で
は脆弱であっても、結束すれば力となる。いわ
ば、「Unite makes might」である。

ASEAN の結束を後押しし、「力による正義」の
論理を打開できるのもまた、大国である。10 周
年の節目に、日本、米国、英国を含む 14 カ国は
裁定を改めて支持する共同声明を発表した。同声
明は中国を念頭に「力または威圧によるものを含
む不安定化をもたらすような一方的な行動」に
「強く反対」し、「 （平和と繁栄の南シナ海とい
う）ASEAN との共通のビジョンを推進」すると

 
 
 
 
 

No. 091（14 April 2025） 

 尹錫悦⼤統領の罷免 

冨樫 あゆみ 国際社会学部 准教授 

 
「非請求⼈（尹

ユン
錫
ソン

悦
ヨル

 ⼤統領）による違憲、違法
⾏為は、国⺠の信任を背反するものであり、憲法
守護の観点から受容することができない、重⼤な
違法⾏為である」。2025 年 4 ⽉ 4 ⽇、尹錫悦⼤統
領の弾劾訴追案を審判した憲法裁判所は、⼤統領
の罷免を宣告した。非常戒厳令が発布されてから、
122 ⽇目であった。⼤統領罷免が宣⾔された瞬間、
街頭では、歓声と悲鳴が同時に響き渡った。現⾏
の韓国憲政史において、これほど暗く、⻑い４か
⽉があっただろうか。  

12 ⽉ 14 ⽇に弾劾訴追案が国会で議決された後、
韓国は⼤統領弾劾をめぐって、弾劾賛成派と反対
派が激しく衝突した。独裁政権と闘った⺠主運動
陣営のみならず、⺠主主義を信頼する市⺠にとっ
て、尹錫悦⼤統領による戒厳令は明確な憲法違反
であり、違法⾏為であった。⺠主陣営の⾔論⼈ら
は、12 ⽉の非常戒厳令発布を、すでに権⼒を握る
者が、⾃らの権⼒をより拡⼤強化することを目的
とする⾃主クーデター（self-coup, coup from the 
top）であったと断罪した。弾劾賛成派である⺠
主野党は、非常戒厳令を共謀したことなどを理由
として、⼤統領代⾏を務める韓悳洙
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 国務総理の弾

劾訴追案を国会通過させるなど、政治攻勢を強め
た。 
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 ⼤統領は、憲法裁判所の審判に際
して直接弁論を⾏い、「戒厳令発布の目的は、野
党による不正選挙とスパイの実態を国⺠に啓蒙す
ることにあり、警告的性格であった」と詭弁を繰
り返した。⼤統領が所属する保守与党は、⼤統領
⽀持と弾劾反対を叫び続けた。保守与党の扇動に
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 ⼤統領を熱狂的に⽀持する
市⺠は、弾劾反対のデモを続けた。弾劾反対派は
過激化し、⼀部⽀持者は、1 ⽉ 19 ⽇⼤統領拘束令
状を発布したソウル⻄部地⽅法院（裁判所）を襲
撃した。その様⼦は、まさに、2021 年⽶国連邦議
会襲撃事件を彷彿とさせ、韓国社会は衝撃を受け
た。⽀持者２名が弾劾反対を叫び、焼⾝⾃殺した。 
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 ⼤統領が宣布した非常戒厳令は、韓国の
⾃由⺠主主義を脅かす存在として野党陣営を糾弾
し、戒厳軍が発布した布告令は、国⺠による政治
活動と⾔論の⾃由を制限した。これに対して、憲
法裁判所は、罷免宣告⽂において、尹政権に対す
る野党の政治攻勢を認めつつも、政権と野党の政
治対⽴は「⺠主主義的原理に則って解消されるべ
き政治的問題」であると述べた。 

正しく、そうなのだ。いかに様々に社会が分断
されようとも、双⽅間での応酬が激化しようとも、
それらを解消する⼿段が⺠主主義的価値観を毀損
するものであってはならない。 
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 は、内乱⾸魁（⾸謀者）罪で刑事訴追さ
れ、今後裁判が本格化する。尹
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 政権は、「⺠
主主義の守護者」を掲げる価値外交を展開し、⽇
韓関係を正常化し、⽇⽶韓協⼒の強化にも寄与し
てきた。しかしながら、「⺠主主義の守護者」が
韓国⺠主主義を蹂躙した罪は、あまりにも重い。 
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ASEAN との共通のビジョンを推進」すると表明
した。共同声明は法的に拘束するものではないが、
中国への外交的・規範的圧力となる。
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（Right makes might）」の世界であろう。南シナ海
は、国際秩序が法と力のいずれに、より大きく依
拠するのかを映し出す試金石となっている。
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明は中国を念頭に「力または威圧によるものを含
む不安定化をもたらすような一方的な行動」に
「強く反対」し、「 （平和と繁栄の南シナ海とい
う）ASEAN との共通のビジョンを推進」すると
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